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一欧米における研究を中心に-

中沢高志▲

はじめに

近年,先進諸国においては,様々な指標が既婚女性

の就業の増加を示している.例えば, Ro駆 and Villenueve

(199叫こよれば,カナダにおいてDual Earner世帯11は,

l%1年の時点で両親と子どもからなる世帯の20%に過

ぎなかったが, 1990年には71%を占めるまでになり,

学齢期前の子供を持つ世帯においても母親の3/5が貸金

労働に従事するようになった.またEUでは, 1983-1990

年の間に増加した労働力のうち, 6割は女性によってに

なわれた(Green, 1994).わが国においても, 1960年に

わずか8.8%であった有配偶女性の雇用就業率が, 1995

年には35.6%に達している2).多くの女性が高い学歴を

身につけ,労働市場へ参入するようになり,女性労働

力を有効活用することが政治･経済的に重要な課題と

なっている.

20世紀半ば以降におけるこうした女性労働力増加は,

出産に関わる人口学的変化によるところが大きく,特

に出産のために一時的に労働市場を在れた女性の多く

が出産後再び労働市場に復帰するようになったことが

大きい(Green, 1994).加えて出生率が低下し,子供を

持たない女性も増加して,出産によって女性が労働市

場を離れること自体が少なくなった.また女性が子供

を出産する隙においても,労働市場をいったん離れて

から復帰するまでの期間が短編されてきている.さら

に欧米では,このような傾向は1970年代から1980年代

はじめにかけて公的･半公的部門を中心に進められた

反差別基準や育児休暇制度の導入など,女性に対する

就業機会の提供を促進する運動によっていっそう進ん

だ畔ose and Villenueve, 1998; Lewis,eLal., 1992).
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労働市場そのものの変容も女性労働を増加させた要

因の一つである.サービス経済化に伴って第一次･第

二次産業の相対的重要性が低下するなかで,第三次産

業部門は多くの女性労働力を吸収して従業者を増加さ

せるとともに,経済的重要性を増してきたのである.

その中で従来のブルーカラーとホワイトカラーという

対比の意義は薄れ,ルーチンワーク的ホワイトカラー

に対して専門技術職,管理織の優位性が高まるホワイ

トカラーの分極化が起こっている(Williams and Winde-

bank, 1995; G代灯L 1994).また,労働市場のフレキシブ

ル化に伴い,伝統的なフルタイム就業が減少し,パー

トタイムなどの就業形態が増加した.これにより,女

性労働市場がキャリア志向の労働力とパートタイムな

どの周辺的な労働力に分極化するという問題も起こっ

ている3) (触n, 1997).

高学歴の女性が増加し,女性の就業率も増大してい

るとはいえ,多くの女性は下級ホワイトカラー的職業･

パートタイムなど周辺的な職種･雇用形態に就いてい

るのが現状であり,上記の二つの分極化の局面のいず

れにおいても下層の極に位置しているといえる.そし

てキャリア上昇には見えない天井{Glass ceiling)がある

と感じている女性も多い(触n, 1995).今日のように女

性の社会進出がある程度進んだ状況において,全般的

に女性労働に関する研究の視点は社会参加の量的問題

から社会参加の質的問題へと転換してきているのであ

る(伽o 1994).

こうした女性就業の増加に伴う問題は,単なる経済的

指標の変化や,労働市場における女性の地位の問題と

してのみとらえるべきものではない.吉田(1998)は,

女性就業率の増加をめそる問題は,生産活動が行われ

る労働市場(公的領域)と再生産活動が行われる家庭

(私的領域)の雨空間で発生しており,地理学におい
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ても議論があってしかるべきであると述べている.秦

庭外で就業する女性は,家事や育児,休息といった再生

産活動を,限られた時空間的枠組みの中で編成して行

かなければならない.また逆に妻の就業状態は,夫の

家事･育児への協力の程度や利用可能な生活関連サービ

ス,あるいは家計の状態といった家庭生活の側から規

定される部分が大きい.つまり家庭における再生産活

動と家庭外での労働は相互に影響しあっているのであ

り,ここに家庭と労働を統合する視点が要請されてく

る.また既婚女性の就業は,世帯内での性的分業の在

り方と切り離して考えることはできないため,世帯を

一つの単位としてとらえたうえでその構成員である夫

や妻の行動を分析する視点が必要となる.さらに女性

就業そのものも,またそれによって発生する諸問蓮や

世帯内分業の調整過程も,現実の地理的空間で起こっ

ている.従って筆者は,地理学の領域が女性就業をめ

そる諸問題になにがしかの独自の知見を加えうると考

える.

本稿は欧米の文献を中心にDual Earner世帯, m皿I Ca-

reer世帯J)に関する研究を紹介し,家庭の主婦の労働市

場への参画とそのための家庭内の調整,とりわけ居住

地の選択に係る論考を吟味することを通じて,家庭に

おける再生産活動と家庭外での労働の相互作用をより

統合的･空間的な視点から分析する準備段階とするも

のである.以下,まずⅠ章では,女性就業の増加に関

係する現象として,人的資源の過少活用の問題5),世帯

の分極化といった話題を簡単に紹介する.紹介する研

究は必ずしも空間的様相を帯びたものではないが,世

帯の行動や意志決定を労働と関係づけて理解するうえ

での背景となると考える.続くⅠⅠ章では,主にアメリ

カの研究者によって行われたDual Earner世帯の研究を

紹介する.ここではまず新古典派的モデルに立脚した

居住地選択研究を紹介し,続いてその過度の抽象性を

批判して,より質的なアプローチから家庭と労働の統

合を試みたH打蛤Onとprattの一連の研究を紹介する.こ

れらの研究は,性別による労働市場の分断や近隣地域

に居住する世帯属性が不均一化していることを示すと

ともに,これまで女性が分担することが多かった家事

や育児が,妻の労働市場への参入によってどのように

世帯の構成員の間で分担され,調整されていったかを

明らかにした.しかし世帯の居住地が職業選択に先ん

じて固定されているという前提に立って分析がなされ

たため,居住地の通釈に関わる意志決定過程は十分に

論じられていない.これは大多数の労働者,とりわけ

家計の中で補助的な役割にとどまっている女性就業者

にとっては,就業機会を求めて居住地を移動すること

ができないという事実に基づいている.しかし近年で

はいまだ少数派であるとはいえ,結婚後も自らの職業

キャリアを追求する女性が増加し,妻の職業上の理由

が世帯の居住地決定に影響を及ぼすことも多くなった.

また夫婦共に高い職業的地位に就く世帯が,自らの志

向するライフスタイルを重視したうえで居住地を決定

する例も増えている.こうした先進的な事例として,

第Ⅲ章では,近年イギリスを中心になされ始めたthl

careerに関する研究を紹介し,空間的要素として居住

地決定を加味した形で労働市場における生産活動と家

庭における再生産の概念的統合を模索してゆくための

ヒントとしたい.第二次大戦後,女性就業率は着実に

増加してきたものの,欧米のようにDC世帯が家族の

一形態としてライフスタイル化(松信,1993)するには至

っていないように,日本の女性就業を取り巻く状況は

欧米のそれとはかなり異なっている.欧米の研究から

得られる知見を日本の女性就業に関わる問題の理解に

活かしてゆくためには,日本の女性就業が増大してき

たプロセスの欧米との遠いをふまえておくことが不可

欠である.こうした問題意識から,日本の女性労働や

家族制度の展開の特徴にふれつつ若干の展望を行って

結びとする.

Ⅰ.女性就業の増大と世帯

1.随伴移動と女性のキャリア形成

女性就業者が増加し,量的な面での女性の労働市場

への参画がある程度進むと,次第に労働の質的側面が

注目されるようになってきた.とりわけ夫の職業的理

由によって,妻も居住地移動を余儀なくされる随伴移

動は,女性のキャリア形成に大きく影響するものとし

てたびたび論じられてきた.

女性が男性の随伴移動者となることが多いという事

実は,多くの研究によって明らかにされている. Min∝r

(1978)は随伴移動の発生要因を,居住地移動によって

得られる夫,妻それぞれの個人的便益が,家族全体の

便益(net family gain)という形で内部化されるというこ

とで説明した.すなわち,夫の便益に基づいてなされ
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る居住地移動から得られる家族の便益が,妻の便益を

尊重して居住地移動を行わないという選択から得られ

る家族の便益を上回ることが多くなり,一般的に女性

はTied-Mover,男性はTied-Stayerとなると述べられてい

る　sandell(1977)やsingell and LillydahJ(1986)もほぼ同

様の枠組みに基づいた研究を行い,世帯の居住地移動

が家計の効用最大化を目的としているために,相対的

に低賃金である女性のキャリアが犠牲になることを明

らかにしている.

一方,アメリカの職業経歴のパネルデータ(National

Longitudinal Survey of Labor Market Experience)に基づき,

カウンティー間の居住地移動と女性の職業状態の関係

を検証したMorrison and Lich叫1988)(ま,随伴移動の結

果,女性は持っている職業上の能力が十分に発揮され

ない状況に置かれる傾向が強いことを明らかにした.

随伴移動が女性の載葉状態に及ぼす負の影響は,労

働市場の構造や雇用者の対応によって増幅される.社

会的階層移動と地理的居住地移動の関係は,社会学と

地理学の両分野で多くの研究がなされ,とりわけ企業

内での組織ヒエラルキー上昇と地理的移動の相関関係

が明らかにされている(Savage, 1988 ; Salt, 1990).し

かし女性に典型的な職業には出世階梯が備わっていな

いので,居住地移動と社会移動の関連は低いといわれ

ている(Monison and Lichter,1988).女性のキャリアは

男性の随伴移動のみならず,家事･子育ての負担など

によっても中断されることが多く,同一職種に継続的

に就業することから得られる人的資源の蓄積の停止が

頻繁に発生する.さらにこれまでの経験となんの脈絡

もない職に一時的に就くことは効果的な人的資源の蓄

積を妨げる.また経営者側も投資の効率を考え,職歴

に中断がある人的資源への投資を手控える傾向がある

(Rosenfeld, 1978).こうしたことが複合的に影響して

既婚女性の労働市場での価値は下がり,多くの女性は,

その人が潜在的に有する人的資源を必要としない職や,

貸金の少ない職,不適切な勤務時間の職に就かざるを

なかったり(underemployment),求めているような職が

見つからないため労働市場を離れてしまったりするの

である6> (Morrison and Licht恥1988).さらに,一般的

に女性に随伴移動が多いという事実が,随伴移動の可

能性のない女性の貸金をも押し下げる口実になってい

るのである(sandell,1977).
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2.世帯の分極化

これまで述べてきたように随伴移動や労働市場の構

造により,女性が潜在的に有する能力が十分には活用

されてこなかったにもかかわらず,既婚女性の就業率

は上昇を続け, DE世帯が増加した.その一方で賃金労

働に従事する者が誰もいない世帯も増加し,労働力が

豊富な世帯と労働力不足の世帯という対立関係が明確

になってきた.こうした世帯の分極化(polarization)の議

請では,世帯内における賃金労働者の数が世帯の収入

格差につながるという仮定がおかれ,そのうえで世帯

の労働状態の地域的差異を実証したり(Jarvis,1997),分

酎ヒの理論的展開がなされる(Woodwai也1995)ことが多

い.

しかし実際に女性労働の増加が世帯の分極化を助長

するかどうかは意見が分かれるところである. Roseand

villenueve(1998)は, DE世帯の増加には世帯の収入格差

を増大させる効果と減少させる効果の両方があると述

べている.すなわち夫婦共に低所得の俄にあるDE世帯

は,世帯間の収入格差を減少させる方向に働いており,

夫婦共に高所得の職に就くDE世帯は収入の格差を増大

させる方向に働くからである. Dual Earnerは,かつて

は夫婦ともに下層労働者や移民の第一世代の中に多く

みられた世帯の形態であり,また現在でも夫の収入が

少ない世帯では,妻の収入が家計収入を標準的なレベ

ルに押し上げる重要な役割を果たすことが確認されて

いる(Rose and Villenueve,1998).しかし今日の既婚女性

は,経済的理由にとどまらず様々な理由から社会進出

を果たすようになり,他方でサービス経済化によって

男女の職業の差異が減少し,夫婦とも高い職業階級に

位置するDE世帯も増加している.従ってDE世帯の間

での所得格差は,むしろ増大しているといわれている

(Rose and Villenueve, 1 998; Boyle and Halfcree, 1995).

一方妻の労働市場への参入はDE世帯の所得格差の

増大にさほど寄与していないという研究結果も出され

ている. Borooah^ffl/. (1995)はイギリスの家計調査のデ

ータを用いて,家計収入の格差の要因を夫の収入,妻

の収入,その他の収入に分解し,格差の81%は夫の収

入によるものであり,妻の収入は格差の要因の15%で

しかないと述べている.またHanson and Ooms(1991)に

よれば,アッパー･クラスのDE世帯においてはベビー

シッター,家事代行などの支出が増大するため,夫の

みが就業している世帯に対する所得の優位性の68%が






